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Ⅰ　実施要領

１　調査時点 2011年８月

２　調査対象 日本政策金融公庫国民生活事業が2010年４月から同年９月にかけて融資した企業のうち、
融資時点で開業後１年以内の企業6,340社

３　調査方法 調査票の送付・回収ともに郵送、アンケートは無記名

４　回 収 数 1,443件（回収率22.8％）

５　経営形態 個人企業64.1％　　法人企業35.9％（開業時）

（注）　集計結果は小数第２位を四捨五入して表記しているため、構成比の合計は100％にならない場合がある。
　　　　以下の図表も同じ。
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Ⅱ　調査結果

1　開業費用（平均）

○　開業費用は長期的に減少傾向にある。今回調査では平均1,162万円となり、1991年の調査開始以来最も少なくなった（図－1）。

図－１　　開業費用（平均）
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２　開業費用（分布）

○　開業費用の分布を見ると、1,000万円以上の割合が減り、「500万円未満」の割合が増加している（図－２）。

図－２　　開業費用（分布）
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３　売上高

○　調査時点の月商は平均で333万円となり、阪神・淡路大震災が発生した1995年以来の低水準となった（図－３）。

図－３　月商（調査時点の平均値）
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４　東日本大震災の影響

①東日本大震災の影響の有無

○　東日本大震災の影響について見ると、「影響があり、今も続いている」とする企業の割合が24.4％、「一時的に影響はあったが、
　現在はない」とする企業の割合が37.1％となり、合わせて61.5％の企業が何らかの影響があったと回答している（図－４）。

図－４　影響の有無
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②東日本大震災の具体的な影響

○　東日本大震災の影響について具体的に見ると、「自粛ムードの影響で顧客・注文が減った」が最も多く、63.3％となった。次い
　で「商品や原材料の仕入れが難しくなった」が30.0％となっている。復興需要などで売り上げが増えたとする企業もあるが、売り
　上げの減少につながったとする企業の方が多い（図－５）。

図－５　具体的な影響
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（注）１ 「影響あり」とする企業についての集計である。

２ 複数回答である。
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③東日本大震災の影響別予想月商達成率

○　東日本大震災の影響別に予想月商達成率の分布を見ると、「影響があり、今も続いている」と回答した企業では、予想月商達成
　率が100％未満である企業の割合が61.0％となり、影響がなかったとする企業や、一時的な影響にとどまるとする企業に比べて多く
　なっている。アンケート回答企業の月商が1995年以来の低水準となったのは、震災が一因と考えられる（図－６）。

図－６　影響別予想月商達成率
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５　開業前の予想との相違

①売り上げ

○　売り上げに関して開業前の見込みとは異なったことを見ると、「とくにない」とする企業の割合は18.2％で、81.8％の企業は何
　らかの相違があったとしている。最も多かったのは、「思ったより客単価が低かった」の20.7％で、以下「製品・商品・サービス
　に対する需要が思ったほどなかった」の17.0％、「製品・商品・サービスに対する需要が予想以上に多かった」の15.6％が続いて
　いる。売り上げの予想をすることの難しさが表れている（図－７）。

図－７　開業前の予想との相違（売り上げ）
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（注）１ 複数回答である。
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②支出

○　支出に関して開業前の見込みとは異なったことを見ると、「とくにない」とする企業は25.3％で、74.7％の企業が予想とは異な
　ることがあったと回答した。最も多かったのは「開業前には知らなかった支出がある」の41.7％であった。次いで「原材料費や仕
　入価格が予想より高い」の25.0％となったが、これは東日本大震災が一因と考えられる（図－8）。

図－８　開業前の予想との相違（支出）
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③　開業前に知らなかった支出の中身

○　開業前に知らなかった支出の内容を見ると、税金や社会保険料が多くを占めている（図－9）。

図－9　開業前には知らなかった支出の中身

30.7 

29.6 

25.4 

20.2 

18.4 

15.9 

12.3 

6.1 

5.4 

28.0 

0 10 20 30 40 50 

源泉徴収した所得税

健康保険の事業主負担

厚生年金の事業主負担

機械にかかる固定資産税

源泉徴収した住民税

消費税の納付

土地・建物にかかる固定資産税

残業時の割増賃金

土地・建物にかかる都市計画税

その他 （注）複数回答である。

（n=560）

（％）

10



参考１：開業費用（不動産関連）

①　不動産を取得した企業の割合と取得費用の推移

②　不動産を賃借した企業の割合と賃借費用の推移
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参考２：開業時の年齢

①　平均年齢の推移

②　年齢の分布
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参考３：従業者数
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【2011年】
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【2010年】
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経営者本人 家族従業員 パート・

アルバイト

派遣社員・

契約社員

常勤役員・

正社員

＜平均4.4人＞

＜平均5.9人＞
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（注）（ ）内は調査時点における開業からの平均経過月数である。
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